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研究成果の概要（和文）：　2019年3月から4月に、2波のWEBパネル調査を実施した。その際、「一票の較差」に
関する情報を提示し、それについて熟慮するよう促した上で質問に答えてもらう実験群と、そうした機会を設け
ずに回答してもらう統制群とに、回答者を無作為に分けるという実験的要素を導入した。
　この調査で得られたデータを分析し、次のような結果を得た。（1）一票の較差をめぐる訴訟に関心を持つ人
も、重要性を認める人も、さほど多くはない、（2）ある程度の「一票の較差」が生じるのはやむを得ないと考
える人が多数を占める、（3）較差問題に関する情報を提示し、それについて熟慮するよう促すと、より寛容な
態度を示すようになる傾向がある。

研究成果の概要（英文）：A principle of ‘one person, one vote’ is not fully fulfilled in the 
Japanese National Diet elections. Do voters want their votes count equally? Or, do they allow the 
disparity in the relative weight of a vote? To approach this research question, I conducted a WEB 
survey in which half of respondents were presented a pros and cons of means to lessen the disparity.
 By analyzing this data, I reached following three conclusions. Firstly, only about one-third of 
voters are interested in the lawsuit to request a declaration of invalid election. Secondly, few 
voters really want their votes count equally, and more than half of voters allow the disparity of 
two to one. And finally, respondents who saw the information of how to realize a principle of ‘one 
person, one vote’ become to tolerate their view of this principle, because they recognize the 
difficulty of correcting disparity.

研究分野：政治学

キーワード： 一票の較差　WEB調査　熟慮

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　いわゆる一票の較差問題について、これまで研究の俎上に載せられることのなかった有権者の視点からの検討
を加えることを目的として、較差問題への対処法をその短所とともに回答者に示し、それについてよく考えるよ
う促す熟慮型世論調査を行った。その分析から、較差問題に対処するには「副作用」も伴うことを熟慮を通じて
理解するため、「一票の較差」の許容範囲について、より寛容な態度を示すようになる傾向があることを明らか
にした。また、一票を投じる主体である有権者は、一票の較差をめぐる訴訟にあまり関心を寄せておらず、重要
性も認めていないこともあわせて確認した。これらの点に、学術的・社会的意義があると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 日本の代表制民主主義のシステムは、現在大きな転換点を迎えていると言っても決して過言
ではない。政策形成過程に遅滞と混乱を生じさせることを露呈した「ねじれ国会」となる可能性
があっても二院制を維持するのか、それとも衆参ねじれを回避し、スピード感のある政策形成を
実現するために一院制へと移行するのか。二院制を維持するとした場合、いわゆる一票の較差を
めぐって司法の厳しい判断が繰り返し示される中で、人口減少過程にある地方を代表する衆参
両院議員を一定数維持しつつ、違憲（状態）判決を回避できる程度の較差に収めるにはどのよう
な方策をとればよいのか。多元的民意の反映という参議院の存在意義を実現するのに適した参
議院議員の選出方法はいかなるものか。議員数の削減を求める世論が根強くあるが、そもそも国
会議員の数はどの程度が適正なのか。我が国の代表制民主主義の制度の根幹にかかわる、相互に
関連した難しい論点が浮上しているのである。 
 こうした論点に対処するために、今後、とくに選挙制度を中心とする政治制度の改革が俎上に
載ることが想定される。その際、主権者たる有権者が制度に対して持つ選好―具体的には、どの
ような政治制度の下で、どのような政治家を代表として国会に送り出したいと考えているか、言
い換えれば「日本人の代表観」―を、改革をめぐる議論に反映させることが望ましい。このため、
選挙制度をはじめとする政治制度や一票の較差問題に対して有権者がいかなる選好・見解を持
っているかを意識調査を通じて明らかにし、日本人の代表観について有権者の視点から実証的
に論じることは、極めて重要な意味を持つ。しかしながら、これまでに行われた政治意識調査に
は、日本人の代表観について論じるための材料となる、政治制度に関する選好や一票の較差問題
に対する見解について体系的に尋ねた質問項目が含まれていない。したがって、日本人の代表観
を主題とした、意識調査のデータに基づく実証的な先行研究もないという状況に、研究開始当初
はあった。 
 
２．研究の目的 
 このように、本研究は当初、「日本の有権者がどのような政治制度の下で、どのような政治家
を代表として国会に送り出したいと考えているか、言い換えれば『日本人の代表観』を明らかに
する」ことを目的として開始した。これを具体化し、本研究で実施する政治意識調査の設計を検
討する中で、いわゆる「一票の較差」問題にとくに焦点を当てるとの考えに至った。「一票の較
差をどの程度まで許容するか」に関する有権者の意識は、過疎過密・東京一極集中が一層進む日
本において、人口が減少する地方の意見を代表する議員をいかにして、またいかほど衆参両院に
送るべきかという問題に対する考えを示すものであり、まさに「日本人の代表観」の一端を表す
と考えられるからである。そこで 2 年目以降、「『一票の較差』問題に対する有権者の認識」を明
らかにすることを目的として研究を進めていった。 
 
３．研究の方法 
 本研究の目的を達成するために、「一票の較差」問題に対する有権者の認識を測る政治意識調
査を 2波の WEB パネル調査の形式で実施することにした。 
 この調査の実施に際して、一般的な政治意識調査ではあまり用いられることのない、新しい調
査手法を採用した。すなわち、「熟慮型世論調査」である。一票の較差問題について、ふだんか
らよく考え、何らかの選好・見解を形成している有権者はあまりいないと考えられる。このため、
一票の較差問題に対する見解を単に調査で尋ねたのでは、有権者の真の態度を測定することが
できない恐れがある。そこで、「一票の較差」に関する情報を提示し、それについて熟慮するよ
う促した上で調査に回答してもらうという設計をとることにしたのである。 
 2019年 3月に実施した第 1波調査では、「一票の較差」に関する普段の意識を測定することを
目的とし、熟慮を促す機会をとくに設けることなく普通に調査に回答してもらった。「一票の較
差」はどの程度まで許容されるべきだと思うか。「一票の較差」についてどの程度正確な知識を
持っているか。衆参両院における「一票の較差」問題に対処する方法として考えられるいくつか
の方策に賛成か反対か。「一票の較差」をめぐる訴訟にどの程度関心があるか、どの程度の重要
性を認めているか。投票行動を決める際に、自身の一票の価値がどの程度あるかについて考慮す
るか。「政治参加の機会」「政治がもたらす結果」「都市と地方という地域」の面で現代日本社会
はどの程度平等だと思うか。不平等を是正する方法として機会の平等と結果の平等のどちらが
よいと思うか。「大政治志向」か「地元利益志向」か、及び保革自己定位が、この第 1 波で尋ね
た主な質問項目である。 
 一方、第 1波の回答者を対象に 4 月に実施した第 2波調査では、第 1 波でも尋ねた「一票の較
差」はどの程度まで許容されるべきだと思うか、「一票の較差」についてどの程度正確な知識を
持っているか、衆参両院における「一票の較差」問題に対処する方法として考えられるいくつか
の方策に賛成か反対かについて再度答えてもらったが、その際実験的要素を導入した。実際に
「一票の較差」に対処するとすればどのような方法をとりうるのか、その方法を採用した場合の
「副作用」としてどのようなことが考えられるのかに関する情報を提示し、それについて熟慮す
るよう促した上でこれらの質問に答えてもらう実験群と、そうした機会を設けず第 1 波と同様
に普通に回答してもらう統制群とに、回答者を無作為に分けたのである。このような調査の設計
とすることで、熟慮を経ないで表明される意識と熟慮を経た後に表明される意識とを比較でき
るようにした。 



 
４．研究成果 
 こうして実施した 2 波のパネル形式による「熟慮型 WEB 調査」で得たデータを分析した結果、
次の 4点が明らかとなった。 
（1）国政選挙が終わるたびに「一票の較差」をめぐる訴訟が提起されているが、調査の回答者
の多くは、そうした訴訟に関心を持っておらず、また、自身にとっての重要性も見出していない。 
（2）概して関心度・重要度が低い中で、「一票の較差」をめぐる訴訟に関心を示したり、訴訟を
重要と捉えたりする傾向があるのは、「一票の較差」問題についてよく知っている人、革新的な
人、政治参加の機会や政治がもたらす結果という点で現在の日本社会は不平等であると考えて
いる人であった。また、都市と地方という地域の面で日本社会は不平等であると考えている人、
地元利益志向の考え方を持つ人には訴訟に関心を示さないという傾向があり、都市と地方の不
平等さを感じている人、一票の重みが重い小選挙区在住の人には訴訟を重視しないという傾向
があった。 
（3）そもそも人々はどの程度までであれば「一票の較差」を是認するのかを調査してみたとこ
ろ、「一人一票」の原則を厳格に守らねばならない（「一票の較差」は 1.00 倍でなければならな
い）とする、訴訟を提起する弁護士グループと同様の考えを持つ人はごく少数にとどまり、2.00
倍までの較差を許容するという人が多数派であることが判明した。また、「一票の較差」問題に
ついての客観的情報を読み、熟慮すると、較差の許容範囲に関する態度がより寛容になるという
傾向があることも明らかとなった。 
（4）「一票の較差」問題について頭に思い浮かべることなどない普段の状態では、較差の是正方
法に対する賛否の態度と、較差をどの程度まで許容するかとを、結びつけて考えることができな
い。これに対し、較差問題への対処法についてそのデメリットも含めて熟慮した状態では、二つ
を結びつけて考えることができるようになる。すなわち、衆院選における較差を是正する方策と
して、同じ市区町村内でも町丁・番地によって小選挙区を分ける、全国を一つの選挙区とする制
度に改めるといった方法に賛成の人ほど「一票の較差」に厳格な態度を示し、都道府県をまたい
だ小選挙区も場合によっては設けるという方法に反対の人ほど寛容な態度を示すという傾向が
ある。同様に、参院選における較差への対処法として、全国を一つの選挙区とする制度に改める
という方法に賛成の人や、憲法を改正して、参議院では各都道府県から少なくとも 2名以上の議
員を必ず選出することを明記するという方法に反対の人ほど「一人一票」の原則を守ることを求
め、いわゆる合区をもっと増やすという方法に反対の人ほど格差の許容範囲を緩く捉えるとい
う傾向があることが確認された。 
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